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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
敗北からの立ち直りが見えてこない民主党
 参議院選挙が終わって、勝利した与党も敗北した野党各党も、今後の自分達の立ち位置の確定に向け、激しく動き始めているようだ。
一番注目されたのは、言うまでもなく惨敗した民主党だろう。昨年の衆議院選挙に始まり、直前の都議会議員選挙の敗北に続く参議院選挙での惨敗を受け、民主党をどのように立て直していくのか、学級崩壊とまで形容されたガバナンスの状況は、依然として改善されていないようだ。人事面では細野幹事長が辞任したものの海江田代表は留任し、両院議員総会はその方向を是とするものと否とするものとが激しくぶつかったようだ。政党として結束していけるのだろうか、心配ではある。
海江田・大畠執行部、国民から期待されるだろうか
結果として、海江田氏は辛うじて留任となったものの、後任の幹事長にはこれまで代表代行を務めていた大畠衆議院議員が就任することになった。電機労連傘下日立労組出身で、技術畑出身でもあるせいか、民主党内きっての原発推進派の一人であることは衆目の一致するところだろう。海江田代表・大畠幹事長体制では、あまりにもパンチ力に欠けリーダーとしての魅力に乏しい。どのように民主党を立て直していけるのか、具体的な提案もなくその展望はあまりにも暗い。
それと同時に、東京選挙区で、公示直前になって公認を取り消された候補の応援に回った菅元総理の処分問題にも決着がついたようだ。当初は除名処分かと思われたのだが、党員権停止3か月に収まったようだ。鳩山元総理の尖閣発言に対しては、民主党籍が無くなっていたため処分もできなくなり、振り上げたこぶしの納めどころが無く、何ともしまりのない結論に落ち着いてしまった。これから始まる激動の政局をどのように乗り越えていけるのか、政界再編成もあり得るとみられているだけに、海江田丸のかじ取りの行方は厳しいものがあると見た。

第三局の野党も、次への展望を感じさせない
　他方で、他の野党の動きも明るいものではない。維新の会も橋下共同代表が責任を取って辞任を表明したものの、すぐに前言を翻して代表の座に舞い戻ったり、みんなの党の方も、渡辺代表と江田幹事長との間で党運営を巡って激しい対立が露呈し、二人を除いて両院議員総会が開催されるなど、どうにも展望が見えてこない。1議席も獲得できず、小沢代表の存在感が全く見えなくなった生活の党も、代表の留任は決まったものの、次への見通しも立っていないようだ。55年体制を壊し続けてきた「小沢神話」の終焉なのだろうか、55年体制の一方の柱となっていた社民党は、崩壊に近い状態にはなったのだが、どっこい、自由民主党は、衆参で400議席を超す一大勢力となって政権政党として君臨しているではないか。歴史家は、どのようにこの時代を牽引してきた小沢一郎なる政治家を評価するのだろうか。正しく総括すべき時だろう。
さらに、あえなく壊滅的な状態に追い込まれた社民党の福島党首は、10年間の党首の座を降りることとなり、後任の党首選びが始まろうとしている。もう少し早く退陣し、辻元清美・阿部知子といった存在感のある方たちが中心になって、共に社民党の再建を進めていれば、もう少し違った展開ができていたのかもしれない。社会民主主義の精神を体現できていなかったことが、何よりも悔やまれる。
自民党先祖がえりの道、日本の危機への道の自覚を
他方で、自由民主党が参議院選挙で大勝したことを受け、派閥や族議員による利益政治の復活が始まる気配を感ずる。もしその道に戻れば、日本の政治の前進どころか退廃が進み、少子高齢化の下で深刻化する財政危機の解決など、解決への道はつけることは不可能になるに違いない。時代は、高度成長時代の余韻すら残っていないことを深く自覚して欲しいものだ。
さてこれからの政治は一体どんな展開をするのか、次の国政選挙が3年間はないだろうとみられているだけに、野党側の政界の再編成に向けた動きがどのように展開していくのか、政党としてのガバナンスの強化に向けて、どんな改革がなされようとしているのか、じっくりと注目していく以外にない。
物価がようやくプラスだが、デフレ脱却には程遠い
さて、6月の物価統計が先週末26日に発表され、消費者物価指数が生鮮食料品を除くベースで1年2か月ぶりに1年前に比べ0,4%プラスとなった。一見するとアベノミクスが目指してきたデフレからの脱却に向け、目標としていた「2年間で2%の消費者物価の上昇」に向けて順調に進んでいるように見える。だが、デフレからの脱却にとって一番肝心なGDP需給ギャップは、今年1~3月期には未だGDP比2,2%の供給過剰であり、1,2%の供給不足であった07年10~12月期と比べるまでもなく、デフレからの脱却が進んでいるとは言えない。円安による輸出の促進によってGDPギャップの縮小に向かわなければならないのに、輸出数量の増加にまで至っていないようだ。次のGDP4~6月期の速報値が発表される8月12日には、どのようになっているのか、注目すべき点だろう。背後には、アメリカやＥＵはもちろん、新興国である中国やブラジル・インドなどの景気停滞が響いているのかもしれない。
麻生財務大臣、悪い物価上昇も「脱デフレ」ですか
では、物価が上がったのは何故なのか、それは円安による海外からの原材料を中心とした輸入価格の上昇が進み、コストプッシュによる物価上昇が進んできたからである。発電燃料を輸入に頼る電気代が一年前に比べて9,8%上昇、ガソリンも6%上がった。7月の東京都区部の速報値では、マヨネーズが8,9%上昇し、8月には味の素も冷凍食品を値上げするとしている。
このようなコストプッシュ型の物価上昇は、生産性や賃金上昇が伴っていないため、消費の低下となって景気を悪くさせる「悪い物価上昇」となる。このような円安がもたらした交易条件の悪化による輸入価格上昇が物価上昇へと転化すれば、先に指摘したように景気に悪影響を与えるし、結果的に価格転嫁できない場合は、賃金水準を低下させてしまうわけで、いずれにせよ日本の国民総生産の縮減となって日本経済に悪い結果をもたらすのだ。とても、麻生財務大臣が言うように、脱デフレへの道が始まったとは言えないことは言うまでもあるまい。
消費増税時期の混迷、アベノミクスを崩壊させる要因に
デフレからの脱却以上に政府内で大きな問題になりつつあるのが、消費税率を予定通り来年4月1日から3％引き上げて8％にすることへの見極めがつかなくなっていることだろう。東南アジア3か国を歴訪した安倍総理は、27日マニラで記者会見した。そのなかで、この問題について「秋に種々の指標を確認して経済情勢をしっかりと見極めながら判断する」と強調し、8月に策定する財政再建のための中期財政計画は「消費税率の引き上げを決め打ちするものではない」と説明した。
確かに、昨年の法律に基づいて経済情勢などを最終的に判断して消費税率の引き上げを閣議決定することになっている。その時期を、9月の4～6月期のGDPの確定値が出て判断したい意向のようだが、来年度の予算要求のとりまとめのための概算要求基準を策定しなければならないわけで、一番肝心な歳入の見通しを打ち出さないことは、無責任の誹りを免れない。
どうやら、政権内部に様々な意見が飛び交っているようで、総理の経済指南役となっているイエール大学名誉教授の浜田内閣官房参与などは、消費税の引き上げに慎重な態度をとるべきと発言している。中には、引き上げの時期を延ばしたり、毎年1%ずつ引き上げたりしていくべきでは、といった意見も出始めているようだ。果たしてフィージビリティを考えたうえでの発言だろうか。
市場が注目、財政再建に対する安倍内閣の本気度
[bookmark: _GoBack]安倍総理は、消費税引き上げ問題について「複数の案を出すようにと言う指示は、まだしていない」と語ったが、ふらふら動揺している感は否めない。今のような経済情勢の下で、来年4月からの消費税率の引き上げがグラつくようであれば、先ずは市場関係者からの財政規律に対する信認は得られない。さらに、国際的にも日本の公約してきた財政健全化目標が一気に信頼を失うことになり、日本国債の暴落への途すら懸念されよう。アベノミクスの土台をなしている昨年の三党合意路線が崩壊すれば、三本の矢である「大胆な金融政策」も「機動的な財政政策」も、さらには「成長戦略」はもちろん、一挙にその根拠が失われることは間違いないわけで、その点の国民に対する説明責任が必要になっていると言えよう。日本の財政をとりまく危機的情勢は、切迫してきていることを見失ってはなるまい。安倍内閣の財政再建への本気度こそが問われている。
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